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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．第82期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式がない

ため記載していない。 

３．第83期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1）連結経営指標等             

売上高 百万円 51,434 57,863 63,110 108,413 122,397 

経常利益 〃 3,438 3,312 2,888 7,946 8,024 

中間（当期）純利益 〃 1,344 1,703 769 3,155 3,051 

純資産額 〃 83,931 90,021 92,394 87,322 91,200 

総資産額 〃 124,379 147,399 155,167 144,263 153,165 

１株当たり純資産額 円 760.59 794.61 812.32 790.38 801.52 

１株当たり中間（当期）純利益金額 〃 12.18 15.43 6.97 27.95 27.65 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
〃 － 14.28 6.45 27.76 25.59 

自己資本比率 ％ 67.5 59.5 57.8 60.5 57.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 2,956 2,660 5,360 9,067 9,289 

投資活動によるキャッシュ・フロー 〃 △4,361 △4,004 △6,480 △16,844 △10,643 

財務活動によるキャッシュ・フロー 〃 △965 2,231 △615 8,148 1,758 

現金及び現金同等物の中間期末(期末)

残高 
〃 11,519 15,640 13,583 14,405 15,287 

従業員数 人 1,565 1,625 1,719 1,555 1,623 

(2）提出会社の経営指標等             

売上高 百万円 39,736 43,849 46,917 82,107 92,554 

経常利益 〃 2,940 2,642 2,628 5,818 5,750 

中間(当期)純利益 〃 984 1,991 864 2,477 2,136 

資本金 〃 13,051 13,051 13,051 13,051 13,051 

発行済株式総数 千株 117,673 117,673 117,673 117,673 117,673 

純資産額 百万円 82,091 85,378 85,109 84,573 84,431 

総資産額 〃 117,263 135,525 139,827 135,780 138,167 

１株当たり純資産額 円 743.92 773.40 771.20 765.54 764.96 

１株当たり中間（当期）純利益金額 〃 8.92 18.04 7.84 21.86 19.35 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
〃 － 16.69 7.25 21.71 17.91 

１株当たり配当額 〃 7.50 7.50 7.50 15.00 15.00 

自己資本比率 ％ 70.0 63.0 60.9 62.3 61.1 

従業員数 人 1,182 1,221 1,256 1,166 1,186 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はない。 

 また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、社員に常勤嘱託を加えた人数である。 

    ２．事業の分野別には従業員を区分していない。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、社員（出向者を除く。）に常勤嘱託を加えた人数である。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,719 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 1,256 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、好調な企業業績を背景に民間設備投資は堅調に推移し、引続き回復基調を

保っている。しかしながら、個人消費は足踏み状態にあり、米国のサブプライムローン問題に端を発した欧米にお

ける金融市場の混乱がわが国経済に悪影響を及ぼす懸念もあり、景気の先行きは不透明感を増している。 

 化学業界においては、需要は内需・輸出とも堅調であるものの、原燃料価格は依然として値上りが継続してお

り、経営環境は引続き厳しい状況にある。 

 このような環境下にあって、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は2007年度をスタートとす

る第７次中期経営計画（2007年度～2010年度）を策定し、戦略的開発品（収益力向上と事業領域拡大のため重点的

に開発していく製品）の拡大とグローバル化を進めるとともに、コストダウンと原燃料価格の高騰に対応した製品

価格の改定を進め、業績の拡大に努めてきた。 

 当中間連結会計期間の業績については、販売数量は戦略的開発品や高吸水性樹脂を中心に好調に拡大した。売上

高は自動車内装表皮材用ウレタンビーズなどの戦略的開発品とともに、高吸水性樹脂をはじめとする既存ビジネス

が好調に推移したことに加え、原燃料価格の高騰に対応した製品価格の改定もあり、631億1千万円（前年同期比

9.1％増）と増収を達成した。 

 一方、利益面では、原燃料価格の高騰を増収効果、製品価格の改定ならびにコストダウンでカバー出来ず、営業

利益は23億1千4百万円（前年同期比12.2％減）、経常利益も28億8千8百万円（前年同期比12.8％減）と減益におわ

った。 

 中間純利益は、繰延税金資産の取崩しにより法人税等調整額が増加したこともあり7億6千9百万円（前年同期比

54.8％減）にとどまった。 

 当中間連結会計期間売上高の主な分野別状況は次のとおりである。 

〈界面活性剤〉 

 産業用界面活性剤は、生分解性に優れた洗剤原料やヘアケア製品用基剤が好調に推移したことに加え、原料の値

上がりに対する製品価格の改定を実施したことや、消泡剤など塗料用添加剤の拡販が中国で順調に進んだことなど

により、売り上げを伸ばした。 

 繊維用界面活性剤は、炭素繊維や自動車エアバッグなどの産業資材用繊維薬剤の販売が海外を中心に増加した

が、衣料用繊維薬剤の需要が低迷を続けているため、やや低調な売り上げとなった。 

  以上の結果、当分野全体の売上高は114億7百万円（前年同期比3.4％増）となった。 

〈ウレタン関連製品〉 

 ポリウレタンフォーム原料は、堅調な需要が続くなか、原料の値上がりに対する製品価格の改定に加え、自動車

用途などにおいて高機能性ポリウレタンフォーム原料の新規採用が増えたことなどにより、好調に売り上げを伸ば

した。 

 ウレタン樹脂は、自動車内装表皮材用ウレタンビーズが引続き、国内・海外ともに大きく伸びたほか、自動車水

系塗料用ウレタン樹脂の新製品投入効果もあり、大幅な売り上げ増となった。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は162億6千1百万円（前年同期比12.8％増）となった。 

〈親油系高分子薬剤〉 

 情報機器関連製品は、重合トナー中間体用ポリエステルビーズの需要が停滞したが、粉砕トナー用の高性能ポリ

エステル系トナーバインダーの拡販が好調に推移したことなどにより、売り上げを伸ばした。 

 潤滑油・機械関連製品は、軽油の低硫黄化に対応した潤滑性向上剤や自動車変速機油用粘度指数向上剤の拡販に

成功したことなどにより、好調に売り上げを伸ばした。 

 コーティング・接着関連製品は、ＵＶ(紫外線)硬化樹脂や医療機器用接着剤などの販売は好調に推移したが、ガ

ラス繊維用接着剤が伸び悩み、全体としては、やや低調な売り上げとなった。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は134億5千9百万円（前年同期比4.3％増）となった。 

 



〈親水系高分子薬剤〉 

 高吸水性樹脂は、紙おむつなどの衛生材料用の需要が国内・海外ともに好調に推移し、大幅な売り上げ増を達成

したほか、非衛生材料用もペット用を中心に売り上げが伸びたことなどにより、大幅に売り上げを伸ばした。 

 水処理関連製品は、微増で推移した。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は137億1千万円（前年同期比15.3％増）となった。 

〈特殊化学品〉 

 高分子改質剤関連製品は、永久帯電防止剤が電子部品搬送材料用途などでの在庫調整の影響により横ばいで推移

したが、特殊繊維用樹脂改質剤や自動車塗料用樹脂改質剤の需要増などにより、大幅に売り上げを伸ばした。 

 電気・電子関連製品は、シリコンウエハ製造用薬剤が国内・海外の旺盛な需要で大幅に売り上げを伸ばした。一

方、デジタル家電製品の一時的な在庫調整の影響でアルミ電解コンデンサ用電解液の販売は低調であったが、全体

では好調な売り上げとなった。 

 その他の製品では、コンクリート関連薬剤などの土木・建築薬剤が売り上げを伸ばした。 

 以上の結果、当分野全体の売上高は73億5千4百万円（前年同期比8.7％増）となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末残高と比較

し17億3百万円減少し、135億8千3百万円となった。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は、53億6千万円となった。これは、税金等調整前中間純利益27億2千9百万円、減価

償却費39億6千8百万円、売上債権の減少11億5千7百万円等による資金の増加が、たな卸資産の増加6億7千9百万

円、法人税等の支払い10億9千4百万円等による資金の減少を上回ったことによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金の減少は、64億8千万円となった。これは、固定資産の取得に46億8千8百万円、投資有価証

券の取得に 17億8千3百万円を支出したこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、配当金の支払い等により6億1千5百万円減少した。 

  
前中間連結会計期間

（百万円） 
当中間連結会計期間

（百万円） 
前年同期比増減 
（百万円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,660 5,360 2,699 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,004 △6,480 △2,476 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,231 △615 △2,847 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 31 38 

現金及び現金同等物の増加（△減少）額 881 △1,703 △2,585 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加 

(△減少)額 
354 － △354 

現金及び現金同等物の中間期末残高 15,640 13,583 △2,057 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を分野別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１．生産金額は、平均販売価格により計算している。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．生産実績には委託生産品（商品仕入高）を含んでいない。 

(2）受注実績 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、受注生産方式ではなく、主として見込生産を行っている。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を分野別に示すと、次のとおりである。 

（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

分野別 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

界面活性剤 11,011 6.7 

ウレタン関連製品 15,804 11.6 

親油系高分子薬剤 13,575 8.6 

親水系高分子薬剤 13,586 3.2 

特殊化学品 6,860 8.6 

合計 60,839 7.7 

分野別 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 前年同期比（％） 

界面活性剤 11,407 3.4 

ウレタン関連製品 16,261 12.8 

親油系高分子薬剤 13,459 4.3 

親水系高分子薬剤 13,710 15.3 

特殊化学品 7,354 8.7 

（化学品売上高 計） (62,193)   (9.1)  

非化学品・技術収入 917 7.0 

合計 63,110 9.1 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

豊田通商㈱ 8,991 15.5 10,225 16.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更ならびに新たに生じた課題はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、世界に先駆けたパフォーマンス・ケミカルス（機能化学品）ならびにそ

の応用製品群の研究開発を基本戦略として、基盤となる技術の深耕、顧客への対応力の強化ならびに新製品開発等、

積極的な研究開発活動を行っている。 

 現在、当社グループの研究開発は、事業研究本部、開発研究本部、各分社のＲ＆Ｄグループ及び連結子会社のサン

ダイヤポリマー㈱、サンノプコ㈱、サンアプロ㈱の研究部門で推進され、研究開発人員数はグループ全体で約410名

であり、これは当社グループ全体の約四分の一に当たる。 

 当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、23億7千7百万円であり、各分野における主な研究開発

成果は次のとおりである。 

(1）界面活性剤分野 

 本分野では、多様なニーズにきめ細かく対応できる界面活性剤応用製品の開発を推進している。主な成果として

は、電子材料洗浄用に微細なごみの洗浄性に優れるハードディスク用洗浄剤「ケミクリーンＰＲ－１２２」及び半

導体用エッチング残渣洗浄剤を上市したことがあげられる。 

(2）ウレタン関連製品分野 

 本分野では、自動車や家具に使用されるポリウレタンフォーム用原料、合成皮革やインキ用のウレタン樹脂応用

製品を開発している。主な成果としては、衣料用にＤＭＦなどの溶剤を使用せず環境に配慮したアルコール系溶剤

型透湿防水ウレタン樹脂「サンプレンＬＱ」シリーズの開発に成功したこと、自動車シートクッション用に軽量で

耐久性に優れたポリオール「プライムポール」シリーズを拡充して上市したことがあげられる。 

(3）親油系高分子薬剤分野 

 本分野では、潤滑油や燃料油の添加剤、合成潤滑油原料、トナーバインダー、接着剤などの親油系高分子応用製

品を開発している。主な成果としては、従来、低温流動性向上が困難であった重油に対しても効果の高い低温流動

性向上剤「キャリオール Ａ－９１５」を上市したことがあげられる。 

(4）親水系高分子薬剤分野 

 本分野では、紙オムツ用高吸水性樹脂や環境浄化用の水処理薬剤などの親水性高分子応用製品を開発している。

主な成果としては、吸水速度が速く保水性や拡散性に優れる「サンウエットＴＳ」の開発が大きく進展したこと、

及び押出成形セメント板用にメチルセルロースの使用量を大幅に削減できる分散剤「レベフロー ＥＸ－３５」の

開発に成功したことがあげられる。 

(5）特殊化学品分野 

 本分野では、上記以外に特殊なユーザーニーズに対応した高機能化学品を開発している。主な成果としては、電

子材料用に耐傷性に優れた成形用ＵＶ樹脂「サンラッド ＮＭＤ－１３８」、ディスプレー光学フィルム用に透明

性と硬度に優れたハードコート剤「ノプコキュア ＳＨＣ－０１７Ｒ」、三次元光造型及びＭＥＭＳ（微小電子機

械加工）用に非アンチモン系で高活性な光酸発生剤「ＣＰＩ－２００Ｋ」、ノンフロン発泡のモールド用として基

材との接着性の良いウレタン触媒「Ｕ－ＣＡＴ２０５」を上市したことがあげられる。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当中間連結会計期間に重要な変更があっ

たものは、次のとおりである。 

 （注）上記金額には消費税等は含まない。 

※１．完了予定年月を平成19年９月から、平成20年３月に変更している。 

※２．完了予定年月を平成19年４月から、平成20年３月に変更している。 

(2）重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりである。 

 （注）上記金額には消費税等は含まない。 

(3）重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、重要な設備の除却等はない。 

(4）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画はない。 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金 
調達方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の 
増加能力
(月間) 

総額 

（百万円） 

既支払額 

（百万円）
着手 完了 

 サンノプコ㈱  愛知県東海市 
繊維用界面活

性剤製造設備 
190 175  自己資金 平成18年10月

平成20年３月 

（※１） 
73トン 

 サンヨーケミ 

 カル・テキサ 

 ス・インク 

米国 

テキサス州 

 ウレタンビー 

 ズ製造設備新 

 設等 

2,000 1,934 
社債発行 

資金 
平成17年10月 平成20年３月

（※２） 

333トン 

会社名 
事業所名 

所在地 設備の内容 

投資額（百万円） 

資金 
調達方法 

着手及び完了年月 
完了後の 
増加能力 
(月間) 

投資予定額 

（百万円） 

投資実績 

（百万円）
着手 完了 

三大雅精細化

学品(南通)有

限公司 

中国江蘇省 

南通市 

 親水系高分 

 子薬剤製造 

 設備 

2,630 2,771 
 自己資金

及び借入金
平成18年５月 平成19年８月  2,500トン 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在」欄の発行数には、平成19年12月１日以降提出日までの転換社債型新株予約権付社債の転換によ

り発行する株式数は含まれていない。         

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 257,956,000 

計 257,956,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年12日17日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 117,673,760 117,673,760 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 117,673,760 117,673,760 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債は、次のとおりである。 

 平成18年２月20日の取締役会決議によるもの 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はない。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 10,000 10,000

新株予約権の数（個） 10,000 10,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 8,873,114 8,873,114 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,127 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年４月１日 

至 平成23年３月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,127 

資本組入額  564 
同左 

新株予約権の行使の条件 

 当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使すること

はできないものとする。ま

た、各本新株予約権の一部に

ついて行使請求することはで

きないものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 本新株予約権付社債は旧商法

第341条ノ2第4項の定めにより

本社債の社債部分と本新株予

約権のうち一方のみを譲渡す

ることはできない。 

同左 

代用払込みに関する事項 

 旧商法第341条ノ３第１項第

７号及び第８号により、本社

債の社債権者が本新株予約権

を行使したときは、その新株

予約権が付与された本社債の

全額の償還に代えて当該本新

株予約権の行使に際して払込

をなすべき額の全額の払込と

する請求があったものとみな

す。 

同左  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 
      － －  



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）2,930千株、日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社（信託口）2,329千株は、信託業務に係る株式である。 

２．上記の大株主の状況には、自己名義株式（7,313,569株）は、含まれていない。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年4月1日～ 

平成19年9月30日  
－ 117,673 － 13,051 － 12,191 

  平成19年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

豊田通商株式会社 名古屋市中村区名駅４－９－８ 21,431 18.21 

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 19,133 16.26 

株式会社日本触媒 大阪市中央区高麗橋４－１－１ 5,528 4.70 

新日本石油株式会社 東京都港区西新橋１－３－12 5,306 4.51 

日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社（信

託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 2,930 2.49 

ノーザン トラスト カンパ

ニー（エイブイエフシー）サ

ブ アカウント アメリカン 

クライアント 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 5NT UK 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 
2,591 2.20 

全国共済農業協同組合連

合会 

（常任代理人 日本マス

タートラスト信託銀行株

式会社） 

東京都千代田区平河町２－７－９ 

（東京都港区浜松町２－11－３） 
2,546 2.16 

日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（信託

口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 2,329 1.98 

三洋化成従業員持株会  京都市東山区一橋野本町11－１ 1,609 1.37 

三井住友海上火災保険株

式会社 
東京都中央区新川２－27－２ 1,469 1.25 

計 － 64,875 55.13 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式569株が含まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

   

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,313,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 109,611,000 109,611 － 

単元未満株式 普通株式 749,760 － － 

発行済株式総数 117,673,760 － － 

総株主の議決権 － 109,611 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

三洋化成工業㈱ 
京都市東山区一橋野

本町11番地の１ 
7,313,000 － 7,313,000 6.22 

計 － 7,313,000 － 7,313,000 6.22 

月別 平成19年４月 平成19年５月 平成19年６月 平成19年７月 平成19年８月 平成19年９月 

最高（円） 861 812 822 836 779 756 

最低（円） 797 765 771 753 694 673 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては協立監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については、新日本監査法人及び協立監査法人により中間監査を受け

ている。 

 なお、当社の監査人は次のとおりである。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 協立監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間 新日本監査法人及び協立監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     15,640 13,583   15,287 

２．受取手形及び売掛金 ※３   34,313 37,125   38,173 

３．たな卸資産     17,370 17,912   17,108 

４．繰延税金資産     812 991   1,281 

５．その他     1,127 995   737 

貸倒引当金     △26 △28   △29 

流動資産合計     69,237 47.0 70,580 45.5   72,558 47.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物   13,911   13,713 13,661   

(2) 機械装置及び運
搬具 

  23,465   22,317 23,124   

(3) 土地   7,687   7,829 7,750   

(4) 建設仮勘定   1,732   5,912 3,677   

(5) その他   1,833 48,630 2,038 51,812 1,903 50,116 

２．無形固定資産           

(1) ソフトウェア   741   514 650   

(2) のれん   816   637 727   

(3) その他   237 1,795 200 1,353 184 1,561 

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   26,106   29,876 27,275   

(2) 長期貸付金   65   50 58   

(3) 繰延税金資産   309   353 328   

(4) その他   1,326   1,214 1,339   

貸倒引当金   △72 27,734 △73 31,421 △73 28,928 

固定資産合計     78,161 53.0 84,587 54.5   80,607 52.6

資産合計     147,399 100.0 155,167 100.0   153,165 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金 ※３   23,905 27,477   26,542 

２．短期借入金     988 1,458   828 

３．一年以内返済予定
長期借入金 

    309 449   358 

４．賞与引当金     1,319 1,369   1,677 

５．役員賞与引当金     32 35   71 

６．設備関係支払手形 ※３   2,086 1,834   1,994 

７．その他 ※３   5,324 6,057   6,657 

流動負債合計     33,966 23.0 38,681 24.9   38,130 24.9

Ⅱ 固定負債           

 １．社債     10,000 10,000   10,000 

２．長期借入金     4,483 5,126   5,138 

３．繰延税金負債     1,083 1,714   1,033 

４．退職給付引当金     5,831 5,364   5,664 

５．役員退職慰労引当金     1,112 1,087   1,153 

６．その他     900 798   844 

固定負債合計     23,410 15.9 24,091 15.5   23,834 15.6

負債合計     57,377 38.9 62,772 40.4   61,965 40.5

            

 （純資産の部）           

 Ⅰ 株主資本           

   １．資本金     13,051 8.8 13,051 8.4   13,051 8.5

  ２．資本剰余金     12,199 8.3 12,200 7.9   12,200 8.0

  ３．利益剰余金     61,430 41.7 61,893 39.9   61,951 40.5

  ４．自己株式     △5,642 △3.8 △5,668 △3.7   △5,657 △3.7

    株主資本合計     81,039 55.0 81,475 52.5   81,544 53.3

 Ⅱ 評価・換算差額等           

   １．その他有価証券 
    評価差額金 

    6,868 4.6 7,265 4.7   6,616 4.3

  ２．為替換算調整勘定     △189 △0.1 906 0.6   305 0.2

   評価・換算差額等合計     6,679 4.5 8,171 5.3   6,921 4.5

 Ⅲ 少数株主持分     2,302 1.6 2,747 1.8   2,734 1.7

   純資産合計     90,021 61.1 92,394 59.6   91,200 59.5

負債及び純資産合計      147,399 100.0   155,167 100.0   153,165 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     57,863 100.0 63,110 100.0   122,397 100.0 

Ⅱ 売上原価     46,252 79.9 51,444 81.5   97,639 79.8

売上総利益     11,610 20.1 11,666 18.5   24,757 20.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   8,974 15.5 9,352 14.8   18,204 14.8

営業利益     2,636 4.6 2,314 3.7   6,553 5.4

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   36   70 133   

２．受取配当金   210   173 329   

３．持分法による投資
利益 

  359   192 687   

４．不動産賃貸料   199   193 398   

５．為替差益   23   86 187   

６．その他   58 888 1.5 83 800 1.3 213 1,949 1.6

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   75   107 187   

２．不動産賃貸原価   63   62 127   

３．たな卸資産廃棄損   67   41 138   

４．クレーム処理費用    －   10 2   

５．その他   5 212 0.4 4 226 0.4 22 478 0.4

経常利益     3,312 5.7 2,888 4.6   8,024 6.6

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益   －   － 17   

２．投資有価証券 
売却益 

  29 29 0.1 － － － 29 47 0.0

Ⅶ 特別損失           

  １．減損損失  ※２  －   － 669   

２．固定資産除却損 ※３ 64   148 224   

３．投資有価証券評価
損 

  －   10 －   

４．たな卸資産評価損 ※４ －   － 505   

５．過年度特許実施料   － 64 0.1 － 158 0.3 200 1,599 1.3

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    3,277 5.7 2,729 4.3   6,471 5.3

法人税、住民税及
び事業税 

  934   743 2,730   

法人税等調整額   323 1,258 2.2 955 1,698 2.7 △43 2,687 2.2

少数株主利益     315 0.6 261 0.4   732 0.6

中間(当期)純利益     1,703 2.9 769 1.2   3,051 2.5

             



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
13,051 12,198 60,626 △5,641 80,234 

当中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △827   △827 

役員賞与（注）     △71   △71 

中間純利益     1,703   1,703 

自己株式処分差益   1     1 

自己株式の取得       △11 △11 

自己株式の処分       10 10 

株主資本以外の項目の当中間連

結会計期間中の変動額（純額） 
          

当中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円) 
－ 1 804 △0 805 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円) 
13,051 12,199 61,430 △5,642 81,039 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
7,169 △81 7,088 2,310 89,632 

当中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）         △827 

役員賞与（注）         △71 

中間純利益         1,703 

自己株式処分差益         1 

自己株式の取得         △11 

自己株式の処分         10 

株主資本以外の項目の当中間連

結会計期間中の変動額（純額） 
△300 △108 △409 △7 △416 

当中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
△300 △108 △409 △7 389 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円） 
6,868 △189 6,679 2,302 90,021 



 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
13,051 12,200 61,951 △5,657 81,544 

当中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △827   △827 

中間純利益     769   769 

自己株式処分差益   △0     △0 

自己株式の取得       △13 △13 

自己株式の処分       2 2 

株主資本以外の項目の当中間連

結会計期間中の変動額（純額） 
          

当中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円) 
－ △0 △58 △11 △69 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円) 
13,051 12,200 61,893 △5,668 81,475 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
6,616 305 6,921 2,734 91,200 

当中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △827 

中間純利益         769 

自己株式処分差益         △0 

自己株式の取得         △13 

自己株式の処分         2 

株主資本以外の項目の当中間連

結会計期間中の変動額（純額） 
648 601 1,250 13 1,263 

当中間連結会計期間中の変動額合計 

 （百万円） 
648 601 1,250 13 1,194 

当中間連結会計期間末残高 

（百万円） 
7,265 906 8,171 2,747 92,394 



 前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
13,051 12,198 60,626 △5,641 80,234 

当連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △827   △827 

剰余金の配当     △827   △827 

役員賞与（注）     △71   △71 

当期純利益     3,051   3,051 

自己株式処分差益   1     1 

自己株式の取得       △28 △28 

自己株式の処分       12 12 

株主資本以外の項目の当連結会

計年度中の変動額（純額） 
          

当連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円) 
－ 1 1,325 △15 1,310 

当連結会計年度末残高 

（百万円) 
13,051 12,200 61,951 △5,657 81,544 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

前連結会計年度末残高 

（百万円） 
7,169 △81 7,088 2,310 89,632 

当連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △827 

剰余金の配当         △827 

役員賞与（注）         △71 

当期純利益         3,051 

自己株式処分差益         1 

自己株式の取得         △28 

自己株式の処分         12 

株主資本以外の項目の当連結会

計年度中の変動額（純額） 
△553 386 △166 424 257 

当連結会計年度中の変動額合計 

 （百万円） 
△553 386 △166 424 1,568 

当連結会計年度末残高 

（百万円） 
6,616 305 6,921 2,734 91,200 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１．税金等調整前中間(当期)純利益   3,277 2,729 6,471

２．減価償却費   3,857 3,968 8,166

３．固定資産除却損   64 148 224

４．減損損失   － － 669

５．のれん償却額   89 89 178

６．貸倒引当金の増加(△減少)額   1 △0 3

７．賞与引当金の増加(△減少)額   △335 △308 22

８．退職給付引当金の増加(△減少)額   △187 △299 △354

９．役員退職慰労引当金の増加(△減少)
額 

  △101 △66 △60

10．役員賞与引当金の増加(△減少)額   32 △36 71

11. たな卸資産評価損   － － 505

12．受取利息及び受取配当金   △247 △244 △462

13．支払利息   75 107 187

14．持分法による投資損益（△利益）   △359 △192 △687

15．固定資産売却益   － － △17

16．投資有価証券売却益   △29 － △29

17．投資有価証券評価損   － 10 －

18．その他営業外収益   △281 △362 △799

19．その他営業外費用   69 77 150

20．売上債権の減少(△増加)額   △4,076 1,157 △7,831

21．たな卸資産の減少(△増加)額   △1,825 △679 △1,964

22．その他資産の減少(△増加)額   △309 △360 △73

23．仕入債務の増加(△減少)額   3,849 784 6,350

24．未払消費税等の増加(△減少)額   122 △243 287

25．未収消費税等の減少(△増加)額   － 82 99

26．その他負債の増加(△減少)額   464 △328 560

27．役員賞与の支払額   △71 － △71

小計   4,078 6,033 11,598

28．利息及び配当金の受取額   436 424 925

29．利息の支払額   △79 △103 △188

30．その他営業外の収入   257 276 612

31．その他営業外の支出   △88 △175 △282

32．法人税等の支払額   △1,942 △1,094 △3,376

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,660 5,360 9,289

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １．定期預金の払戻による収入   5,000 － 5,000

２．固定資産の取得による支出   △7,719 △4,688 △12,998

３．固定資産の売却による収入   1 2 26

４．投資有価証券の取得による支出   △1,559 △1,783 △2,950

５．投資有価証券の売却による収入   67 － 67

６．貸付金の実行による支出   △138 △70 △141

７．貸付金の回収による収入   146 88 266

８．その他投資活動による支出   △295 △296 △481

９．その他投資活動による収入   493 268 570

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,004 △6,480 △10,643

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１．短期借入れによる収入   529 1,645 1,277

２．短期借入金の返済による支出   △264 △1,071 △1,209

３．長期借入れによる収入   3,294 200 4,066

４．長期借入金の返済による支出   △182 △186 △308

５．自己株式の取得による支出   △11 △13 △28

６．自己株式の売却による収入   12 2 13

７．親会社による配当金の支払   △827 △827 △1,655

８．少数株主への配当金の支払   △318 △364 △398

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,231 △615 1,758

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △6 31 122

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額   881 △1,703 527

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   14,405 15,287 14,405

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加(△減少)額 

  354 － 354

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)
残高 

  15,640 13,583 15,287

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数   10社 

連結子会社名 

サンダイヤポリマー㈱、サンノプ

コ㈱、サンケミカル㈱、サンアプ

ロ㈱、サンヨーカセイ（タイラン

ド）リミテッド、サンナム・コー

ポレーション、サンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコー

ポレイテッド、サンヨーケミカ

ル・テキサス・インク、三洋化成

精細化学品(南通)有限公司、三大

雅精細化学品(南通)有限公司 

 前連結会計年度において非連結

子会社であったサンヨーケミカ

ル・テキサス・インクについて

は、当社グループにおける重要性

が高まったため、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めてい

る。 

(イ)連結子会社の数   10社 

連結子会社名 

サンダイヤポリマー㈱、サンノプ

コ㈱、サンケミカル㈱、サンアプ

ロ㈱、サンヨーカセイ（タイラン

ド）リミテッド、サンナム・コー

ポレーション、サンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコー

ポレイテッド、サンヨーケミカ

ル・テキサス・インク、三洋化成

精細化学品(南通)有限公司、三大

雅精細化学品(南通)有限公司 

(イ)連結子会社の数   10社 

連結子会社名 

サンダイヤポリマー㈱、サンノプ

コ㈱、サンケミカル㈱、サンアプ

ロ㈱、サンヨーカセイ（タイラン

ド）リミテッド、サンナム・コー

ポレーション、サンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコー

ポレイテッド、サンヨーケミカ

ル・テキサス・インク、三洋化成

精細化学品(南通)有限公司、三大

雅精細化学品(南通)有限公司 

  前連結会計年度において非連結

子会社であったサンヨーケミカ

ル・テキサス・インクについて

は、当社グループにおける重要性

が高まったため、当連結会計年度

より連結の範囲に含めている。 

  (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名

古屋三洋倉庫㈱、サンノプコ(上

海)貿易有限公司 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名

古屋三洋倉庫㈱、サンノプコ(上

海)貿易有限公司、三洋化成（上

海）貿易有限公司 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

三洋運輸㈱、㈱サンリビング、名

古屋三洋倉庫㈱、サンノプコ(上

海)貿易有限公司 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 上記非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためである。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 上記非連結子会社のうち三洋化

成（上海）貿易有限公司について

は、当中間連結会計期間において

新たに設立したが、設立直後で実

質的な事業活動を行っておらず重

要性も乏しいため、連結の範囲か

ら除外している。 

 また、その他の非連結子会社

は、いずれも小規模であり、合計

の総資産、売上高、中間純利益

（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼさないので、連結の範囲

から除外している。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 上記非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていない

ためである。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

３社 

会社名 三洋運輸㈱、㈱サンリ

ビング、名古屋三洋倉

庫㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

３社 

会社名 同左 

(イ)持分法適用の非連結子会社数 

３社 

会社名 同左 

  (ロ)持分法適用の関連会社数 

３社 

会社名 ㈱サン・ペトロケミカ

ル、塩浜ケミカル倉庫

㈱、サンライズ・ケミ

カルＬＬＣ 

(ロ)持分法適用の関連会社数 

３社 

会社名 同左 

(ロ)持分法適用の関連会社数 

３社 

会社名 同左 

        

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

  (ハ)持分法を適用していない非連

結子会社（プロドウトスキミ

コス サンヨーカセイ・ド・

ブラジル リミターダ、サン

ノプコ(上海)貿易有限公司）

及び関連会社（大祥化成股份

有限公司他１社）は、中間純

損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範

囲から除外している。 

(ハ)持分法を適用していない非連

結子会社のうち三洋化成（上

海）貿易有限公司について

は、当中間連結会計期間にお

いて新たに設立したが、設立

直後で実質的な事業活動を行

っておらず重要性も乏しいた

め、持分法の適用範囲から除

外している。 

 また、その他の非連結子会

社（プロドウトスキミコス 

サンヨーカセイ・ド・ブラジ

ル リミターダ、サンノプコ

(上海)貿易有限公司）及び関

連会社（大祥化成股份有限公

司他１社）は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から

除外している。 

(ハ)非連結子会社（プロドウトス

キミコス サンヨーカセイ・

ド・ブラジル リミターダ及

びサンノプコ(上海)貿易有限

公司）及び関連会社（大祥化

成股份有限公司他１社）は、

当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用

範囲から除外している。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 中間連結財務諸表提出会社と異

なる会社は、サンヨーカセイ（タ

イランド）リミテッド、サンナ

ム・コーポレーション、サンヨー

ケミカル・アンド・レジンズ・イ

ンコーポレイテッド、サンヨーケ

ミカル・テキサス・インク、三洋

化成精細化学品(南通)有限公司及

び三大雅精細化学品(南通)有限公

司の６社であり、その中間決算日

は６月30日である。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、連結子会社の中間決算日

現在の中間財務諸表を使用してい

る。ただし、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってい

る。 

同左  連結財務諸表提出会社と異なる

会社は、サンヨーカセイ（タイラ

ンド）リミテッド、サンナム・コ

ーポレーション、サンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコー

ポレイテッド、三洋化成精細化学

品(南通)有限公司、三大雅精細化

学品(南通)有限公司及びサンヨー

ケミカル・テキサス・インクの６

社であり、その決算日は12月31日

である。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用している。ただし、

連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調

整を行っている。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(l) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

───── 

(l) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

……償却原価法（定額法） 

(l) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 

……同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

……同左 

時価のないもの 

……同左 

  (ロ)たな卸資産 

……主として、月別総平均

法による原価法 

(ロ)たな卸資産 

……同左 

(ロ)たな卸資産 

……同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

……当社及び国内連結子会社

は、定率法（ただし、平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）は定

額法）を採用し、在外連結子

会社は主として定額法を採用

している。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物  ３～50年 

機械装置及び運搬具 

                  ４～８年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

……当社及び国内連結子会社

は、定率法（ただし、平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）は定

額法）を採用し、在外連結子

会社は主として定額法を採用

している。 

   なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物    ３～50年 

  機械装置及び運搬具 

                  ４～８年  

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(イ)有形固定資産 

……当社及び国内連結子会社

は、定率法（ただし、平成10

年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）は定

額法）を採用し、在外連結子

会社は主として定額法を採用

している。 

  なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物  ３～50年 

機械装置及び運搬具 

                  ４～８年 

    

  

 （会計方針の変更） 

  当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ている。 

 これにより営業利益は44百万

円、経常利益及び税金等調整前

中間純利益はそれぞれ45百万円

減少している。 

  

  （追加情報） 

  当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達し

た連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上している。 

 この結果、従来の方法に比

べ、営業利益は203百万円、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益はそれぞれ210百万円減少

している。 

  

  

  (ロ)無形固定資産 

……定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいている。 

(ロ)無形固定資産 

……同左 

(ロ)無形固定資産 

……同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

同左 

  (ロ)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上してい

る。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

(ロ)賞与引当金 

同左 

  (ハ)役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。 

(ハ)役員賞与引当金 

同左 

(ハ)役員賞与引当金 

同左 

  (二)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

 過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（14年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ている。 

(二)退職給付引当金 

同左 

(二)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

いる。 

 過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（14年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ている。 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規定

（内規）に基づく中間期末要

支給額を計上している。 

(ホ)役員退職慰労引当金 

同左 

(ホ)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、役員退職慰労金規定

（内規）に基づく期末要支給

額を計上している。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。 

 なお、在外子会社等の資産及

び負債は、在外子会社等の中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

  

(4) 重要な外貨建の資産または負

債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

 なお、在外子会社等の資産及

び負債は、在外子会社等の決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めている。 

  (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な 

事項 

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な 

事項 

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

いる。 

  消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少の

リスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は87,718百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

いる。 

───── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

  当連結会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は88,466百万円である。 

 なお、当連結会計期間における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成している。 

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用している。これ

により営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益は、それぞれ32百万円減少し

ている。 

 ───── （役員賞与に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号 平成

17年11月29日）を適用している。これによ

り営業利益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ71百万円減少してい

る。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表）  

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されて

いたものは、当中間連結会計期間より「のれん」と表示している。 

  

───── 

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計期間より「のれん償却額」と表示

している。 

───── 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

            85,489百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                 92,333百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

        88,944百万円 

     
 ２．偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとお

りである。 

従業員（住宅資金に関するもの） 

   9百万円 

     

                    

                

リース契約に係る債務保証は次のとおり

である。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ   

      1,437百万円 

(12,189千米ドル）

 ２．偶発債務 

金融機関借入等に伴う債務保証は次のと

おりである。 

従業員（住宅資金に関するもの） 

    1百万円 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ 

                 21百万円  

  （189千米ドル）

リース契約に係る債務保証は次のとおり

である。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ   

           1,206百万円 

(10,447千米ドル）

 ２．偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとお

りである。 

従業員（住宅資金に関するもの）  

     5百万円 

     

   

 

リース契約に係る債務保証は次のとおり

である。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ   

            1,336百万円 

（11,318千米ドル）

     
※３．中間連結会計期間末日満期手形等の 

      会計処理 

  中間連結会計期間末日満期手形及び確

定期日現金決済（手形と同条件で手形期

日に現金決済する方法）の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期分が中間連結会計期

間末残高に含まれている。 

 受取手形  191百万円  支払手形  87百万円 

 売掛金 2,791百万円  買掛金  3,146百万円 

※３．中間連結会計期間末日満期手形等の 

      会計処理 

  中間連結会計期間末日満期手形及び確

定期日現金決済（手形と同条件で手形期

日に現金決済する方法）の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期分が中間連結会計期

間末残高に含まれている。 

 受取手形  185百万円  支払手形 105百万円

 売掛金 2,730百万円  買掛金  3,667百万円

 設備関係 

 支払手形 
20百万円

 その他 

 流動負債
9百万円

※３．連結会計年度末日満期手形等の 

      会計処理 

  連結会計年度末日満期手形及び確定期

日現金決済（手形と同条件で手形期日に

現金決済する方法）の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機

関の休日であったため、次の連結会計年

度末日満期分が連結会計年度末残高に含

まれている。 

 受取手形 190百万円  支払手形 115百万円

 売掛金 2,769百万円  買掛金  4,228百万円

 設備関係

 支払手形
0百万円    



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額 

運送費・保管料 2,472百万円

給与・報酬 1,444  〃 

従業員賞与 458 〃 

退職給付費用 141 〃 

福利厚生費 435 〃 

減価償却費 249 〃 

研究開発費      2,308  〃 

のれん償却額      89  〃 

運送費・保管料  2,602百万円

給与・報酬      1,449  〃 

従業員賞与   419 〃 

退職給付費用   129 〃 

福利厚生費   437 〃 

減価償却費   260 〃 

研究開発費  2,377  〃 

のれん償却額      89  〃 

運送費・保管料  5,172百万円

給与・報酬  2,898 〃 

従業員賞与 857 〃 

退職給付費用 283 〃 

福利厚生費 856 〃 

減価償却費 540 〃 

研究開発費   4,540 〃 

のれん償却額      178  〃 

※２．     ───── ※２．     ─────  ※２．固定資産減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは、

 以下の資産について減損損失を計上した。 

  当社グループは、原則として商品分野別及

び工場別に資産のグルーピングを実施してい

る。 

 その結果、営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グループならびに遊

休資産について帳簿価額を回収可能限度額ま

で減額し、669百万円を損失として計上した。

その内訳は、建物及び構築物152百万円、機械

装置及び運搬具489百万円及びその他27百万円

である。 

 なお、回収可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フロー見積額を

(5.4％～8.6%)で割り引いて算定している。 

  

場所 用途 種類 
金額 

（百万円）

サンヨーケミ

カル・アン

ド・レジン

ズ・インコー

ポレイテッド

米国 

ペンシルベニ

ア州 

親油系高

分子薬剤

製造設備 

建物・ 

機械類 
581 

 三洋化成精

細化学品 

（南通） 

有限公司 

中国江蘇省 

南通市 

界面活性剤

製造設備 

 建物・ 

 機械類 
87 

※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物   4百万円

機械装置及び運搬具 30 〃 

その他 28 〃 

 計 64 〃 

建物及び構築物   6百万円

機械装置及び運搬具 37 〃 

その他 103 〃 

 計 148 〃 

建物及び構築物  25百万円

機械装置及び運搬具  61 〃 

その他 137 〃 

 計 224 〃 

 ※４      ─────  ※４      ─────  ※４．たな卸資産評価損 

  当連結会計年度下期において、財務体質健全

 化の観点より、在庫計上後一定期間以上経過し

 ているたな卸資産についての評価基準を制定し

 た。当連結会計年度末において同基準に基づき

 一括で評価損を計上したため、当該評価損を特

 別損失にて処理している。 

  なお、当該評価損計上における資産別の影響

 額は以下の通りである。   

製品・商品  71百万円

半製品  316 〃 

原料その他 117 〃 

 計 505 〃 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．増加株式数の内訳は、単元未満株の買取による増加12,556株である。 

       ２．減少株式数の内訳は、ストックオプション行使による減少12,000株、単元未満株の買増請求による減少1,834株である。 

  ２．配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

   (２)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．増加株式数17,056株は、単元未満株の買取による増加である。 

       ２．減少株式数3,287株は、単元未満株の買増請求による減少である。 

  ２．配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

   (２)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 117,673,760 － － 117,673,760 

合計 117,673,760 － － 117,673,760 

自己株式        

普通株式（注） 7,282,451 12,556 13,834 7,281,173 

合計 7,282,451 12,556 13,834 7,281,173 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たりの 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 827百万円 7.50円 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 

１株当たりの配

当額 
基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式 827百万円 利益剰余金  7.50円 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

 
前連結会計年度 

末株式数（株） 

当中間連結会計期間増

加株式数（株） 

当中間連結会計期間減

少株式数（株） 

当中間連結会計期間末株

式数（株） 

発行済株式        

普通株式 117,673,760 － － 117,673,760 

合計 117,673,760 － － 117,673,760 

自己株式        

普通株式（注） 7,299,800 17,056 3,287 7,313,569 

合計 7,299,800 17,056 3,287 7,313,569 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たりの 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

取締役会 
普通株式   827百万円   7.50円 平成19年３月31日 平成19年６月５日 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 

１株当たりの配

当額 
基準日 効力発生日 

平成19年10月31日 

取締役会 
普通株式 827百万円 利益剰余金  7.50円 平成19年９月30日 平成19年12月３日 



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．増加株式数の内訳は、単元未満株の買取による増加33,425株である。 

       ２．減少株式数の内訳は、ストックオプション行使による減少12,000株、単元未満株の買増請求による減少4,076株である。 

  ２．配当に関する事項 

 (１)配当金支払額 

   (２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後となるもの 

 
前連結会計年度 

末株式数（株） 

当連結会計年度増加株

式数（株） 

当連結会計年度減少株

式数（株） 

当連結会計年度 

末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 117,673,760 － － 117,673,760 

合計 117,673,760 － － 117,673,760 

自己株式        

普通株式（注） 7,282,451 33,425 16,076 7,299,800 

合計 7,282,451 33,425 16,076 7,299,800 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 

１株当たりの 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式   827百万円   7.50円 平成18年３月31日 平成18年６月23日 

平成18年10月31日 

取締役会 
普通株式   827百万円   7.50円 平成18年９月30日 平成18年12月１日 

（決議） 
株式の種類 配当金の総額 配当の原資 

１株当たりの配

当額 
基準日 効力発生日 

平成19年５月17日 

取締役会 
普通株式  827百万円 利益剰余金 7.50円 平成19年３月31日 平成19年６月５日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び預金中間期末

残高 
    15,640百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
－ 〃 

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
  15,640  〃 

現金及び預金中間期末

残高 
  13,583百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
－ 〃 

現金及び現金同等物の

中間期末残高 
13,583  〃 

現金及び預金期末残高 

  
 15,287百万円

預入期間が３ヵ月を 

超える定期預金 
      － 〃 

現金及び現金同等物の

期末残高 
  15,287 〃 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

工具器具備品他    

取得価額相当額 46百万円 

減価償却累計額相当額 35 〃 

中間期末残高相当額 10 〃 

工具器具備品他    

取得価額相当額 29百万円

減価償却累計額相当額 7 〃 

中間期末残高相当額 21 〃 

工具器具備品他    

取得価額相当額 33百万円

減価償却累計額相当額 26 〃 

期末残高相当額 6 〃 

なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してい

る。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年以内    6百万円

１年超 4 〃 

計 10 〃 

１年以内     5百万円

１年超  16 〃 

計  21 〃 

１年以内     3百万円

１年超  3 〃 

計  6 〃 

なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ている。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料   4百万円

減価償却費相当額 4 〃 

支払リース料    3百万円

減価償却費相当額  3 〃 

支払リース料       5百万円

減価償却費相当額  5 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はな

い。 

 （減損損失について） 

同左 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２．当中間連結会計期間中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

（当中間連結会計期間末）（平成19年９月30日） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

         （注）当中間連結会計期間において時価評価されていないその他有価証券について10百万円 

            減損処理を行っている。 

    取得原価 
中間連結貸借対照表
計上額 

差額 

(1）株式   8,759百万円   20,269百万円   11,509百万円 

(2）債券   － 〃   － 〃   － 〃 

(3）その他   － 〃   － 〃   － 〃 

合計   8,759百万円   20,269百万円   11,509百万円 

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

 67百万円   29百万円   －百万円 

  非上場株式 5,836百万円   

    
中間連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

(1）国債・地方債等      100百万円      100百万円      0百万円 

(2）社債    － 〃    － 〃    － 〃 

(3）その他    － 〃    － 〃    － 〃 

合計      100百万円      100百万円      0百万円 

    取得原価 
中間連結貸借対照表
計上額 

差額 

(1）株式      11,123百万円      22,851百万円      11,728百万円 

(2）債券    － 〃    － 〃    － 〃 

(3）その他    － 〃    － 〃    － 〃 

合計      11,123百万円      22,851百万円      11,728百万円 

  非上場株式    6,924百万円   



（前連結会計年度末）（平成19年３月31日） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

その他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はない。 

    連結貸借対照表計上額 時価 差額 

(1）国債・地方債等      100百万円      100百万円      0百万円 

(2）社債     － 〃    － 〃   － 〃 

(3）その他    － 〃    － 〃   － 〃 

合計      100百万円      100百万円      0百万円 

    取得原価 
連結貸借対照表計上
額 

差額 

(1）株式      9,399百万円      20,486百万円      11,086百万円 

(2）債券     － 〃    － 〃   － 〃 

(3）その他    － 〃    － 〃   － 〃 

合計      9,399百万円      20,486百万円      11,086百万円 

売却額   売却益の合計額   売却損の合計額 

  67百万円    29百万円    －百万円 

  

  

非上場株式 

   

   6,689百万円 

  

  

  



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

    該当事項なし。 

 

  

当中間連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

    該当事項なし。 

 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

    当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  平成13年ストック・オプション 平成14年ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 当社取締役 16名、当社従業員 271名  当社取締役 16名、当社従業員 250名 

 株式の種類別のストック・オ

プションの付与数 
普通株式 932,000株 普通株式 863,000株 

 付与日 平成13年８月３日 平成14年８月１日 

 権利確定条件  付されていない。  付されていない。 

 対象勤務期間  定めていない。  定めていない。 

 権利行使期間 
 平成13年８月３日から 

平成18年８月２日まで 

 平成14年８月１日から 

平成19年７月31日まで 

 権利行使価格（円） 1,054 875 

 付与日における公正な評価 

 単価（円） 
－ － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、製品の種類・性質、製造方法、販売市場等の類似性から判断し

て、同種の化学品を専ら製造販売しているので、事業の種類別セグメント情報は記載していない。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．海外売上高は、当社(単体)及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

２．国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア   ：韓国、中国、インドネシア、タイ 他 

(2）アメリカ  ：米国、メキシコ、ブラジル 他 

(3）その他の地域：オーストラリア、ヨーロッパ、中近東 他 

  アジア  （うち中国）  アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,459 (4,214) 3,814 4,530 17,803 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 57,863 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
16.4 (7.3) 6.6 7.8 30.8 

  アジア  （うち中国）  アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 10,958 (5,249) 4,526 4,695 20,180 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 63,110 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
17.4 (8.3) 7.2 7.4 32.0 

  アジア  （うち中国）  アメリカ その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 19,842 (8,835) 8,618 9,303 37,764 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － － 122,397 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
16.2 (7.2) 7.1 7.6 30.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりである。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    794円61銭

１株当たり中間純利益

金額 

  15円43銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金額 

  14円28銭

１株当たり純資産額    812円32銭

１株当たり中間純利益

金額 

   6円97銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金額 

  6円45銭

１株当たり純資産額    801円52銭

１株当たり当期純利益

金額 

 27円65銭

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額 

 25円59銭

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,703 769 3,051 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
 －  －  － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,703 769 3,051 

期中平均株式数（千株） 110,395           110,366 110,383 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
                            

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株）  8,893       8,873  8,873 

（うち転換社債型新株予約権付社債）

（千株） 
(8,873)  (8,873)  (8,873) 

（うち新株予約権）（千株）  (20)  (－)  (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

───── 

    

  

  

───── 

    

  

  

平成14年６月21日定時

株主総会決議ストック

オプション 

（新株予約権） 

新株予約権の数 559個 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

──────  当社は、平成19年９月25日開催の取締役会

において、米国連結子会社の効率的運営を目

的とした“米国統括会社の設置と米国連結子

会社の再編”方針を決定し、平成19年10月25

日開催の取締役会において、当社ならびにサ

ンナム・コーポレーション（連結子会社）の

サンヨーケミカル・アンド・レジンズ・イン

コーポレイテッド（連結子会社）に対する貸

付金の現物出資等を、平成19年11月16日開催

の取締役会において、当社のサンヨーケミカ

ル・アンド・レジンズ・インコーポレイテッ

ド出資分のサンナム・コーポレーションへの

現物出資等をそれぞれ決定した。  

────── 

  １．再編の概要 

  米国連結子会社（サンナム・コーポレーシ

ョン、サンヨーケミカル・テキサス・イン

ク、サンヨーケミカル・アンド・レジンズ・

インコーポレイテッドの３社）について、サ

ンナム・コーポレーションを米国統括会社と

する組織再編を行うものである。米国統括会

社を設置し、営業機能・間接機能を集約する

とともに、サンヨーケミカル・テキサス・イ

ンク、サンヨーケミカル・アンド・レジン

ズ・インコーポレイテッドは製造に特化した

傘下企業とし、効率的な運営を図るものであ

る。 

 なお、組織再編は平成19年12月末で完了の

予定である。  

  

  ２．貸付金の現物出資等の内容 

 (１）当社ならびにサンナム・コーポレーシ

   ョンのサンヨーケミカル・アンド・レ 

   ジンズ・インコーポレイテッドに対す 

   る貸付金の現物出資等 

   ①当社貸付金の現物出資  644百万円 

   ②サンナム・コーポレーション貸付金 

    の現物出資       438百万円 

            （3,800千米ドル）

   ③サンナム・コーポレーションの追加 

    現金出資        122百万円 

            （1,060千米ドル）

 （２）当社のサンヨーケミカル・アンド・レ

    ジンズ・インコーポレイテッド出資分

       のサンナム・コーポレーションへの現

       物出資                  516百万円 

  なお、上記(１)(２)の当該現物出資等の連 

  結業績ならびに個別業績への影響はない。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   10,412   10,737 11,296   

２．受取手形 ※４ 228   227 223   

３．売掛金 ※４ 29,334   31,529 32,396   

４．たな卸資産   11,736   12,087 11,804   

５．繰延税金資産   630   738 1,024   

６．未収入金   －   7,917 7,052   

７．その他   7,693   1,297 727   

貸倒引当金   △24   △26 △27   

流動資産合計     60,011 44.3 64,508 46.1   64,499 46.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1) 建物   7,638   7,374 7,490   

(2) 機械装置   16,266   15,216 15,808   

(3) 土地   7,133   7,133 7,133   

(4) 建設仮勘定   161   1,112 147   

(5) その他   3,771   3,693 3,742   

有形固定資産計   34,972   34,530 34,323   

２．無形固定資産           

(1) ソフトウェア等   690   449 566   

無形固定資産計   690   449 566   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   14,777   16,732 14,684   

(2) 関係会社株式   18,493   19,142 19,162   

(3) その他   6,655   4,665 5,005   

貸倒引当金   △75   △202 △74   

投資その他の資産
計 

  39,851   40,338 38,777   

固定資産合計     75,514 55.7 75,318 53.9   73,667 53.3

資産合計     135,525 100.0 139,827 100.0   138,167 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※４ 502   591 526   

２．買掛金 ※４ 23,925   27,144 26,768   

３．一年以内返済予定
長期借入金 

  58   57 59   

４．未払費用   2,086   2,218 2,259   

５．未払法人税等   286   95 553   

６．賞与引当金   1,100   1,145 1,400   

７．役員賞与引当金   32   32 65   

８．その他  ※3,4 3,095   4,427 3,274   

流動負債合計     31,088 22.9 35,714 25.5   34,907 25.3

Ⅱ 固定負債           

 １．社債   10,000   10,000 10,000   

２．長期借入金   58   － 59   

３．繰延税金負債   1,083   1,714 1,033   

４．退職給付引当金   5,831   5,364 5,664   

５．役員退職慰労引当
金 

  1,112   1,087 1,153   

６．その他   973   837 918   

固定負債合計     19,059 14.1 19,003 13.6   18,828 13.6

負債合計     50,147 37.0 54,717 39.1   53,735 38.9

            

 (純資産の部)           
 Ⅰ 株主資本           

   １．資本金     13,051 9.6   13,051 9.3   13,051 9.5 

   ２．資本剰余金                     

    (1)資本準備金   12,191     12,191     12,191     

    (2)その他資本剰余金   8     8     8     

      資本剰余金合計     12,199 9.0   12,200 8.7   12,200 8.8 

   ３．利益剰余金                     

    (1)利益準備金   2,775     2,775     2,775     

    (2)その他利益剰余金                     

      配当準備積立金   329     329     329    

      特別償却準備金   6     1     1    

      固定資産圧縮 
      積立金 

  28     26     26    

      保険差益圧縮 
      積立金 

  1     0     0    

      別途積立金   51,946     52,346     51,946    

      繰越利益剰余金   3,818     2,778     3,141    

     利益剰余金合計     58,905 43.5   58,259 41.7   58,222 42.1 

   ４．自己株式     △5,642 △4.2   △5,668 △4.0   △5,657 △4.1 

    株主資本合計     78,514 57.9   77,841 55.7   77,815 56.3 

 Ⅱ 評価・換算差額等                     

   １．その他有価証券 
       評価差額金 

    6,863 5.1   7,267 5.2   6,615 4.8 

    評価・換算差額合計     6,863 5.1   7,267 5.2   6,615 4.8 

    純資産合計     85,378 63.0   85,109 60.9   84,431 61.1 

    負債及び純資産合計     135,525 100.0 139,827 100.0   138,167 100.0

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     43,849 100.0 46,917 100.0   92,554 100.0 

Ⅱ 売上原価     35,811 81.7 38,693 82.5   75,283 81.3

売上総利益     8,038 18.3 8,223 17.5   17,271 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    6,882 15.7 7,038 15.0   13,813 15.0

営業利益     1,155 2.6 1,184 2.5   3,458 3.7

Ⅳ 営業外収益           

受取利息   82   113 178   

受取配当金   1,080   1,102 1,517   

その他   479 1,642 3.8 398 1,614 3.5 906 2,602 2.8

Ⅴ 営業外費用           

支払利息   12   17 27   

その他   142 155 0.4 153 170 0.4 282 310 0.3

経常利益     2,642 6.0 2,628 5.6   5,750 6.2

Ⅵ 特別利益 ※１   29 0.1 － －   40 0.1

Ⅶ 特別損失 ※２   49 0.1 571 1.2   2,275 2.5

税引前中間(当期)
純利益 

    2,623 6.0 2,057 4.4   3,515 3.8

法人税、住民税及
び事業税 

  386   221 1,410   

法人税等調整額   245 631 1.5 971 1,192 2.6 △30 1,379 1.5

中間(当期)純利益     1,991 4.5 864 1.8   2,136 2.3

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資
本合計資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金
合計 

配当 
準備積
立金 

特別 
償却準
備金 

固定資
産圧縮
積立金

保険差
益圧縮
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 

剰余金 

前事業年度末残高 
（百万円） 

13,051 12,191 7 12,198 2,775 329 11 29 2 51,146 3,512 57,807 △5,641 77,414

当中間会計期間中の変動額                            

特別償却準備金の取崩(注)             △4       4 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩(注)               △1     1 －   － 

保険差益圧縮積立金の取崩(注)                 △0   0 －   － 

別途積立金の積立(注)                   800 △800 －   － 

剰 余 金 の 配 当(注)                     △827 △827   △827

役 員 賞 与(注)                      △65 △65   △65

中 間 純 利 益                     1,991 1,991   1,991

自己株式処分差益     1 1                   1

自己株式の取得                         △11 △11

自己株式の処分                         10 10

株主資本以外の項目の当中間 
会計期間中の変動額（純額） 

                            

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － － △4 △1 △0 800 305 1,098 △0 1,099

当中間会計期間末残高 
（百万円） 

13,051 12,191 8 12,199 2,775 329 6 28 1 51,946 3,818 58,905 △5,642 78,514

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

前事業年度末残高 
（百万円） 

7,158 84,573 

当中間会計期間中の変動額    

特別償却準備金の取崩(注)     

固定資産圧縮積立金の取崩(注)     

保険差益圧縮積立金の取崩(注)     

別途積立金の積立(注)     

剰 余 金 の 配 当(注)   △827 

役 員 賞 与(注)    △65 

中 間 純 利 益   1,991 

自己株式処分差益   1 

自己株式の取得   △11 

自己株式の処分   10 

株主資本以外の項目の当中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△294 △294 

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△294 804 

当中間会計期間末残高 
（百万円） 

6,863 85,378 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資
本合計資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金
合計 

配当 
準備積
立金 

特別 
償却準
備金 

固定資
産圧縮
積立金

保険差
益圧縮
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金 

前事業年度末残高 
（百万円） 

13,051 12,191 8 12,200 2,775 329 1 26 0 51,946 3,141 58,222 △5,657 77,815

当中間会計期間中の変動額                            

別途積立金の積立                   400 △400       

剰 余 金 の 配 当                     △827 △827   △827

中 間 純 利 益                     864 864   864

自己株式処分差益     △0 △0                   △0

自己株式の取得                         △13 △13

自己株式の処分                         2 2

株主資本以外の項目の当中間 
会計期間中の変動額（純額） 

                            

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － △0 △0 － － － － － 400 △363 36 △11 25

当中間会計期間末残高 
（百万円） 

13,051 12,191 8 12,200 2,775 329 1 26 0 52,346 2,778 58,259 △5,668 77,841

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

前事業年度末残高 
（百万円） 

6,615 84,431 

当中間会計期間中の変動額    

別途積立金の積立     

剰 余 金 の 配 当   △827 

中 間 純 利 益   864 

自己株式処分差益   △0 

自己株式の取得   △13 

自己株式の処分   2 

株主資本以外の項目の当中間 
会計期間中の変動額（純額） 

651 651 

当中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

651 677 

当中間会計期間末残高 
（百万円） 

7,267 85,109 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資
本合計資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本 
剰余金
合計 

利益 
準備金

その他利益剰余金 
利益 
剰余金
合計 

配当 
準備積
立金 

特別 
償却準
備金 

固定資
産圧縮
積立金

保険差
益圧縮
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 

剰余金 

前事業年度末残高 

 （百万円） 
13,051 12,191 7 12,198 2,775 329 11 29 2 51,146 3,512 57,807 △5,641 77,414

当事業年度中の変動額                            

特別償却準備金の取崩(注)             △4       4 －   － 

特別償却準備金の取崩             △4       4 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩(注)               △1     1 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩               △1     1 －   － 

保険差益圧縮積立金の取崩(注)                 △0   0 －   － 

保険差益圧縮積立金の取崩                 △0   0 －   － 

別途積立金の積立(注)                   800 △800 －   － 

剰 余 金 の 配 当(注)                     △827 △827   △827

剰 余 金 の 配 当                     △827 △827   △827

役 員 賞 与(注)                      △65 △65   △65

当 期 純 利 益                     2,136 2,136   2,136

自己株式処分差益     1 1                   1

自己株式の取得                         △28 △28

自己株式の処分                         12 12

株主資本以外の項目の当事業 
年度中の変動額（純額） 

                            

当事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － － △9 △2 △1 800 △370 415 △15 401

当事業年度末残高 

 （百万円） 
13,051 12,191 8 12,200 2,775 329 1 26 0 51,946 3,141 58,222 △5,657 77,815



  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

前事業年度末残高 

 （百万円） 
7,158 84,573 

当事業年度中の変動額    

特別償却準備金の取崩(注)   － 

特別償却準備金の取崩   － 

固定資産圧縮積立金の取崩(注)   － 

固定資産圧縮積立金の取崩   － 

保険差益圧縮積立金の取崩(注)   － 

保険差益圧縮積立金の取崩   － 

別途積立金の積立(注)   － 

剰 余 金 の 配 当(注)   △827 

剰 余 金 の 配 当   △827 

役 員 賞 与(注)    △65 

当 期 純 利 益   2,136 

自己株式処分差益   1 

自己株式の取得   △28 

自己株式の処分   12 

株主資本以外の項目の当事業 
年度中の変動額（純額） 

△543 △543 

当事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△543 △142 

当事業年度末残高 

 （百万円） 
6,615 84,431 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

───── 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

…同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）たな卸資産 

月別総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 

…３～50年 

機械装置及び車輌運搬具 

…４～８年 

(1）有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用している。  

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

  建物及び構築物 

                  …３～50年  

  機械装置及び車輌運搬具 

                  …４～８年 

  (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

いる。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ35百万円減少している。 

  (追加情報) 

  法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得した取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事

業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価格との差額を５年

間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上している。 

 この結果、従来の方法に比

べ、営業利益は190百万円、経

常利益及び税引前中間純利益は

それぞれ192百万円減少してい

る。 

(1）有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については

定額法）を採用している。   

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。     

  建物及び構築物 

                  …３～50年  

  機械装置及び車輌運搬具 

                  …４～８年 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用している。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい 

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上している。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

 同左 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理し

ている。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

  (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規定（内

規）に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えて、役員退職慰労金規定（内

規）に基づく期末要支給額を計

上している。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

    表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額

は85,378百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成している。 

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用している。これにより営業

利益、経常利益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ32百万円減少している。 

───── 

───── 

（貸借対照表の純資産の部に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額に

変更はない。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資

産の部については、財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の財務諸表等規則により作成してい

る。 

 （役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用している。これにより営業利

益、経常利益及び税引前中間純利益は、それ

ぞれ65百万円減少している。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

───── （中間貸借対照表関係） 

 「未収入金」は、前中間期まで、流動資産の「その他」に含めて表

示していたが、当中間期末において資産の総額の100分の5を超えたた

め区分掲記した。 

 なお、前中間期末の「未収入金」の金額は6,543百万円である。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

            68,105百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  72,703百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

                  70,419百万円 

     
 ２．偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のと

おりである。 

従業員（住宅資金に関するもの） 

                                 9百万円 

       サンナム・コーポレーション 

                             1,414百万円 

            （12,000千米ドル) 

     

                  

                

     

                 

              

リース契約に係る債務保証は次のとおり

である。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ  

      1,437百万円 

 (12,189千米ドル) 

 ２．偶発債務 

金融機関借入等に伴う債務保証は次のと

おりである。 

従業員（住宅資金に関するもの） 

                                 1百万円 

       サンナム・コーポレーション  

                             1,385百万円 

            （12,000千米ドル) 

      サンヨーケミカル・テキサス・インク

                 0百万円  

               (5千米ドル) 

    サンライズ・ケミカルＬＬＣ 

                21百万円 

              (189千米ドル) 

リース契約に係る債務保証は次のとおり

である。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ  

           1,206百万円 

 (10,447千米ドル) 

 ２．偶発債務 

金融機関借入に伴う債務保証は次のとお

りである。 

従業員（住宅資金に関するもの） 

       5百万円 

       サンナム・コーポレーション 

                             1,417百万円 

            （12,000千米ドル) 

     

                  

                

     

                 

                

   リース契約に係る債務保証は次のとお 

   りである。 

サンライズ・ケミカルＬＬＣ 

            1,336百万円 

(11,318千米ドル) 

     
※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含めて表示して

いる。 

※４．中間会計期間末日満期手形等の会計処

理 

 中間会計期間末日満期手形及び確定期

日現金決済（手形と同条件で手形期日に

現金決済する方法）の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理している。 

 なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の中間会計期

間末日満期分が中間会計期間末残高に含

まれている。 

受取手形   45百万円 支払手形   72百万円 

売掛金 2,467百万円 買掛金  2,989百万円 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

  

  

  

※４．中間会計期間末日満期手形等の会計処

理 

  中間会計期間末日満期手形及び確定期

日現金決済（手形と同条件で手形期日に

現金決済する方法）の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理している。 

 なお、当中間会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の中間会計期

間末日満期分が中間会計期間末残高に含

まれている。  

受取手形   45百万円 支払手形   63百万円

売掛金 2,454百万円 買掛金  3,553百万円

※３      ───── 

  

  

  

※４．期末日満期手形等の会計処理 

  

  期末日満期手形及び確定期日現金決済

（手形と同条件で手形期日に現金決済す

る方法）の会計処理は、手形交換日をも

って決済処理している。 

 なお、当期末日は金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期分が期末残高

に含まれている。 

  

 受取手形 52百万円  支払手形 93百万円

 売掛金 2,628百万円  買掛金  3,916百万円

 その他 

 流動負債
0百万円    



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．特別利益のうち、主要なもの ※１．         ――――― ※１．特別利益のうち、主要なもの 

投資有価証券売却益   29百万円   投資有価証券売却益   29百万円

※２．特別損失のうち、主要なもの ※２．特別損失のうち、主要なもの ※２．特別損失のうち、主要なもの 

固定資産除却損  

建物 3百万円

機械装置 20 〃 

その他 25 〃 

計 

  

49 〃 

 

固定資産除却損  

建物 2百万円

機械装置  28 〃 

その他  69 〃 

計 

  

100 〃 

 

関係会社株式評価損   332百万円

貸倒引当金繰入額   127百万円

 当事業年度下期において、財務体質

健全化の観点より、在庫計上後一定期

間以上経過しているたな卸資産につい

ての評価基準を制定した。当事業年度

末において同基準に基づき一括で評価

損を計上したため、当該評価損を特別

損失にて処理している。 

 なお、当該評価損計上における資産

別の影響額は以下の通りである。 

固定資産除却損  

建物      22百万円

機械装置 47 〃 

その他  68 〃 

計 

  

  138 〃 

 

関係会社出資金評価損   1,516百万円

過年度特許使用料   200百万円

たな卸資産評価損  

 製品・商品 32百万円

半製品   305 〃 

原料 82 〃 

計 

  

  420 〃 

 

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 2,724百万円

無形固定資産 209 〃 

有形固定資産 2,799百万円

無形固定資産 203 〃 

有形固定資産 5,713百万円

無形固定資産 423 〃 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １．増加株式の内訳は、単元未満株の買取による増加12,556株である。 

   ２．減少株式数の内訳は、ストックオプション行使による減少12,000株、単元未満株の買増請求による減少 

     1,834株である。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １．増加株式数17,056株は、単元未満株式の買取による増加である。 

   ２．減少株式数3,287株は、単元未満株の買増請求による減少である。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) １．増加株式数の内訳は、単元未満株の買取による増加33,425株である。 

   ２．減少株式数の内訳は、ストックオプション行使による減少12,000株、単元未満株の買増請求による減少 

     4,076株である。 

（リース取引関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はない。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 7,282,451 12,556 13,834 7,281,173 

合     計 7,282,451 12,556 13,834 7,281,173 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 7,299,800 17,056 3,287 7,313,569 

合     計 7,299,800 17,056 3,287 7,313,569 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 7,282,451 33,425 16,076 7,299,800 

合     計 7,282,451 33,425 16,076 7,299,800 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額   773円40銭

１株当たり中間純利益

金額 

  18円04銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金額 

  16円69銭

１株当たり純資産額   771円20銭

１株当たり中間純利益

金額 

   7円84銭

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益金額 

   7円25銭

１株当たり純資産額   764円96銭

１株当たり当期純利益

金額 

 19円35銭

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額 

  17円91銭

     

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 1,991 864 2,136 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
 －  －  － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
1,991 864 2,136 

期中平均株式数（千株） 110,395           110,366 110,383 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
                 

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（千株）  8,893       8,873  8,873 

（うち転換社債型新株予約権付社債）

（千株） 
(8,873) (8,873)  (8,873) 

（うち新株予約権）（千株）  (20) (－)  (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

───── 

    

  

  

───── 

    

  

  

平成14年６月21日定時

株主総会決議ストック

オプション 

 （新株予約権） 

  新株予約権の数 559個

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────   中間連結財務諸表に係る「重要な後発事

象」を参照。 

───── 



(2）【その他】 

 平成19年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(1）中間配当による配当金の総額          827百万円 

(2）１株当たりの金額                7円50銭 

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成19年12月３日 

 （注） 平成19年９月30日現在の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払

いを行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第83期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月25日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月11日 

三洋化成工業株式会社  

  取締役会 御中      

  協立監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 串畑 豊量  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 御前 善彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化

成工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、三洋化成工業株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月17日 

三洋化成工業株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市田  龍  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳  年哉  印 

  協立監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 御前 善彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 作花 弘美  印 

 私共監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三洋化成工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 私共監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私共監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。私共監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、三洋化成工業株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月11日 

三洋化成工業株式会社  

  取締役会 御中      

  協立監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 串畑 豊量  印 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 御前 善彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三洋化

成工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、三洋化成工業株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年12月17日 

三洋化成工業株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市田  龍  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柳  年哉  印 

  協立監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 御前 善彦  印 

  業務執行社員   公認会計士 作花 弘美  印 

 私共監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている三洋化成工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私共監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私共監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私共監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私共監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。 

 私共監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、三洋化成工業株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私共監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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